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質問１ 医業を営む青色申告者ですが、令和２年分の所得税の確定申告については、租税特別措置

法第26条の社会保険診療報酬の所得計算の特例を適用しませんでした。この場合、更正の請

求や修正申告によってこの特例を適用することはできないのでしょうか。

回　答
租税特別措置法を適用するか否かは確定申告の段階で決定し、一度決定すると原則として、

その年分の医業所得の計算方法を変更することができないが、やむを得ない事情がある場合

には、認められることもあります。

社会保険診療報酬に係る所得計算の特例は、医業又は歯科医業を営む人が、健康保険法や各種の共

済組合法など、租税特別措置法第26条第２項に規定されている法律に基づいて診療した場合、その診

療報酬（5,000万円以下で、事業所得に係る総収入金額が7,000万円以下である場合）については、収

入金額に一定の経費率（57～72％）を乗じた金額を必要経費にするというものです。この規定を適用

して所得計算を行うか否かは納税者の自由な選択に委ねられており、特例を適用する場合には、確定

申告書にその旨を記載して提出することが要件となっています。

そして、特例の適用を受ける旨を記載した又はその旨の記載のない確定申告書を提出しますと、そ

の年の医業所得の計算方法は確定申告の際に選択した方法によることになります。

したがって、原則としては、確定申告を収支計算によって行った場合には、その後に提出する修正

申告の場合に所得計算の方法を変える、すなわち租税特別措置法を適用して所得計算を行うことは認

められない訳です。

ただし、現在は、特例を適用しない旨の確定申告書の提出があった場合においても、そのことにつ

いてやむを得ない事情がある場合と税務署長が認めるときは、適用することができます。
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